
 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新型コロナウイルス感染症の影響により、納付が難しい方へ 

労働保険料等の納付猶予の特例について 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、事業に係る収入に相当の

減少があった事業主の方にあっては、申請により、労働保険料等の納

付を、１年間猶予することができます。 

○ この納付猶予の特例が適用されると、担保の提供は不要となり、

延滞金もかかりません。 

  
以下のいずれも満たす事業主の方が対象となります。 

① 新型コロナウイルスの影響により、令和２年２月以降の任意の期間（１か月以

上）において、事業に係る収入が前年同期に比べて（※1）概ね 20％以上減少して

いること 
   ※1 新規適用事業及び単独有期事業における取り扱いについては Q&A 及び申請の手引きをご参照ください。 

② ①により、一時に納付を行うことが困難であること（※2） 
※2 「一時に納付を行うことが困難」かどうかの判断については、少なくとも向こう半年間の事業資金を考

慮に入れるなど、申請される方の置かれた状況に配慮し適切に対応します。 

③ 申請書が提出されていること 

 
令和２年２月１日から令和３年１月 31 日までに納期限が到来する労働保
険料等が対象となります。 

猶予（特例）の概要 

猶予の要件 

猶予対象となる労働保険料等 

 

○ 納期限までに申請してください（※3）。 
※3 令和２年２月１日から令和２年６月 30日までの間に納期限が到来している労働保険料等について

は、令和２年６月 30 日までに申請していただければ、納期限までに申請した場合と同じ取り扱い

とします。 

○ 所管の都道府県労働局に「労働保険料等納付の猶予申請書（特例）」等（※4）を提

出してください。（郵送又は電子申請でも受け付けております。（電子申請の場合、

年度更新の申告等の添付書類として申請いただくことになります。）） 
※4・根拠となる書類の準備が難しい場合は、職員が聞き取りによりお伺いします。 

・同一の労働保険適用事業において、国税、地方税又は厚生年金保険料等の納付猶予の特例が許

可された場合は、当該猶予許可通知書及び当該猶予申請書の写しを添付いただくことで、申請

書の記載の一部が省略できる場合があります。 

申請方法 

※ 申請にあたっては、管轄の都道府県労働局へご相談ください。 

参考２－１ 
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参考法令 

 

◆新型コロナ税特法及び新型コロナ税特法施行令（抄）              

 

○新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特

例に関する法律（令和二年法律第二十五号） 

（納税の猶予の特例） 

第３条 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響

により令和二年二月一日以後に納税者の事業につき相当な収入の減少があ

ったことその他これに類する事実がある場合には、当該事実がある場合は、

国税通則法第四十六条第一項に規定する震災、風水害、落雷、火災その他こ

れらに類する災害により納税者がその財産につき相当な損失を受けた場合

に該当するものとみなして、同項の規定その他納税の猶予に関する法令の

規定を適用することができる。この場合において、次の表の上欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の下欄に掲げる字句とする。 

 （表） 

国税通則法第四

十六条第一項 

震災、風水害、落雷、

火災その他これらに

類する災害により納

税者 

がその財産につき相

当な損失を受けた場

合において、その者が

その 

損失を受けた日以後

一年以内に納付すべ

き国税で次に掲げる

ものがある 

新型コロナウイルス感染症（新

型コロナウイルス感染症等の

影響に対応するための国税関

係法律の臨時特例に関する法

律（令和二年法律第二十五号）

第二条（定義）に規定する新型

コロナウイルス感染症をい

う。）及びそのまん延防止のた

めの措置の影響により令和二

年二月一日以後に納税者の事

業につき相当な収入の減少が

あつたことその他これに類す

る事実（次条第一項において

「新型コロナウイルス感染症

等の影響による事業収入の減

少等の事実」という。）がある場

合において、その者が特定日

（納税の猶予の対象となる国

税の期日として政令で定める

日をいう。以下この項において

同じ。）までに納付すべき国税

で次に掲げるものの全部又は
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一部を一時に納付することが

困難であると認められる 

その災害のやんだ日

から二月以内にされ

たその者の申請に基

づき、その納期限（納

税の告知がされてい

ない源泉徴収等によ

る国税については、そ

の法定納期限 

その国税の納期限（納税の告知

がされていない源泉徴収等に

よる国税については、その法定

納期限。以下この項（各号を除

く。）において同じ。）内にされ

たその者の申請（税務署長等に

おいてやむを得ない理由があ

ると認める場合には、その国税

の納期限後にされた申請を含

む。）に基づき、その納期限 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

国税通則法第四

十六条の二第一

項 

同項の災害によりそ

の者がその財産につ

き相当な損失を受け

たことの事実 

新型コロナウイルス感染症等

の影響による事業収入の減少

等の事実があること及びその

国税の全部又は一部を一時に

納付することが困難である事

情 

事実を証するに足り

る書類 

新型コロナウイルス感染症等

の影響による事業収入の減少

等の事実を証するに足りる書

類、財産目録その他の政令で定

める書類 

 

（以下略） 

 

附則 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。 

（納税の猶予の特例に関する経過措置） 

第２条 この法律の施行の日（以下「施行日」という。）から二月を経過した
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日前に納付すべき国税については、第三条第一項の表国税通則法第四十六条

第一項の項中「その国税の納期限（納税の告知がされていない源泉徴収等に

よる国税については、その法定納期限。以下この項（各号を除く。）におい

て同じ。）内」とあるのは「同法の施行の日から二月を経過する日まで」と、

「その国税の納期限後にされた申請を含む。）に基づき、その納期限」とあ

るのは「同法の施行の日から二月を経過した日以後にされた申請を含む。）

に基づき、その納期限（納税の告知がされていない源泉徴収等による国税に

ついては、その法定納期限）」として、同条第一項の規定を適用する。 

 

 

○新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特

例に関する法律施行令（令和二年政令第百六十号）  

 （納付の猶予の特例の対象となる国税の期日等）  

第２条 法第三条第一項の規定により読み替えて適用する国税通則法（昭和三

十七年法律第六十六号）第四十六条第一項に規定する政令で定める日は、令

和三年一月三十一日とする。 

２ 法第三条第一項の規定により読み替えて適用する国税通則法第四十六条

の二第一項に規定する政令で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

 一 法第三条第一項の規定により読み替えて適用する国税通則法第四十六

条第一項に規定する新型コロナウイルス感染症等の影響による事業収入の

減少等の事実を証するに足りる書類 

二 財産目録その他の資産及び負債の状況を明らかにする書類 

三 猶予を受けようとする日前の収入及び支出の実績並びに同日以後の収入

及び支出の見込みを明らかにする書類 

３ （略） 

 

附則 

（施行期日） 

 第１条 この政令は、公布の日から施行する。 
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◆参考①：読み替え対象の国税通則法及び国税通則法施行令（抄）                         

 

○国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号） 

（納税の猶予の要件等） 

第４６条 税務署長（第四十三条第一項ただし書、第三項若しくは第四項（国

税の徴収の所轄庁）又は第四十四条第一項（更生手続等が開始した場合の徴

収の所轄庁の特例）の規定により税関長又は国税局長が国税の徴収を行う場

合には、その税関長又は国税局長。以下この章において「税務署長等」とい

う。）は、震災、風水害、落雷、火災その他これらに類する災害により納税

者がその財産につき相当な損失を受けた場合において、その者がその損失

を受けた日以後一年以内に納付すべき国税で次に掲げるものがあるときは、

政令で定めるところにより、その災害のやんだ日から二月以内にされたその

者の申請に基づき、その納期限（納税の告知がされていない源泉徴収等によ

る国税については、その法定納期限）から一年以内の期間（第三号に掲げる

国税については、政令で定める期間）を限り、その国税の全部又は一部の納

税を猶予することができる。 

 （以下略）  

 

（納税の猶予の申請手続等） 

第４６条の２ 前条第一項の規定による納税の猶予の申請をしようとする者

は、同項の災害によりその者がその財産につき相当な損失を受けたことの事

実の詳細、当該猶予を受けようとする金額及びその期間その他の政令で定め

る事項を記載した申請書に、当該事実を証するに足りる書類を添付し、これ

を税務署長等に提出しなければならない。 

 （以下略） 

         

 

◆参考②：労働保険の保険料の徴収等に関する法律（抄）  

 

○労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和四十四年法律第四十八号） 

（徴収金の徴収手続） 

第３０条 労働保険料その他この法律の規定による徴収金は、この法律に別段

の定めがある場合を除き、国税徴収の例により徴収する。 

 


